
第１－26図　高速自動車国道における交通事故発生状況の推移�

注　警察庁及び国土交通省資料による。�

７６．２％，車両単独事故が２２．０％，その他の事故が

１．８％で，車両単独事故の割合が一般道路

（５．６％）に比べ高い。

車両相互の事故では，車線上の停止車への追突

が最も多く，次いで走行車への追突の順になって

いる。

車両単独の事故では，防護さく等への衝突が最

も多く，以下中央分離帯への衝突，工作物への衝

突，転倒，駐車車両（運転者不在）への衝突の順

になっている。

また，平成１３年中の高速自動車国道における法

令違反別発生状況は，前方不注意が交通事故全体

の４０．４％で最も多く，次いで動静不注視（１３．４

％），ハンドル操作不適（９．９％）の順となってい

る。

（４）高速自動車国道における昼夜別交通事故発

生状況

平成１３年中の高速自動車国道における昼夜別交

通事故発生状況をみると，夜間は発生件数が全体

の３６．５％であるのに対し，死亡事故件数は６０．２％

を占めている。これを交通事故発生件数に占める

死亡事故件数の割合（死亡事故率）でみると，夜

間が５．４％，昼間が２．０％で，夜間は昼間の２．７倍

になっている。
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第１節 道路交通環境の整備

１ 道路及び交通安全施設等の現況

（１）道路の現況

我が国の道路は，平成１２年４月１日現在で実延

長１１５万９，７２３キロメートルである。国土交通省で

は，安全で円滑な道路交通環境を確保するため，

高規格幹線道路を始めとする道路ネットワークの

体系的な整備を進めており，道路種別ごとの現況

は，以下のとおりである。

ア 高規格幹線道路

高規格幹線道路は，全国的な自動車交通網を構

成する自動車専用道路網のうち，道路審議会答申

（昭６２）に基づき建設大臣が定めたもので，高速

自動車国道，本州四国連絡道路，一般国道の自動

車専用道路に分類される。
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!ア 高速自動車国道

高速自動車国道については，平成１３年度に新た

に９８キロメートルの供用を開始し，１４年３月末現

在の供用延長は６，９５９キロメートルとなってい

る。

!イ 本州四国連絡道路

本州四国連絡道路については，平成１４年３月末

現在の供用延長は１６４キロメートルとなってい

る。

!ウ 一般国道の自動車専用道路

一般国道の自動車専用道路については，平成１４

年３月末現在の供用延長は３８７キロメートルと

なっている。

イ 地域高規格道路

地域高規格道路は，全国的な高規格幹線道路と

一体となって規格の高い幹線道路網を形成するも

のであり，平成６年に路線の指定，１０年度には路

線の追加指定を行い，１４年３月末現在，候補路線

１１０路線，計画路線１８６路線（約６，９５０キロメート

ル），供用延長は１，４１９キロメートルとなってい

る。

ウ 都市高速道路

都市高速道路は，大都市圏における円滑な道路

交通を確保するために建設されているものであ

り，地域高規格道路の一部を構成するものであ

る。平成１３年１２月末現在の供用延長は，首都高速

道路２７０キロメートル，阪神高速道路２２１キロメー

トル，名古屋高速道路５０キロメートル，広島高速

道路１２キロメートル，福岡高速道路３７キロメート

ル及び北九州高速道路５０キロメートルとなってい

る。

エ その他の一般道路

一般国道，主要地方道及び一般都道府県道とし

て分類される道路の実延長は，平成１２年４月１日

現在１８万１，９５９キロメートルとなっており，自動

車交通の大部分（全国道路・街路交通情勢調査（道

路交通センサス）によると，総走行台キロの９割

程度）を受け持っている。

これに市町村道を加えると１１５万９，７２３キロメー

トルとなり，その改良率（幅員５．５メートル以上。

以下，!ア!イについて同じ。）及び舗装率（簡易舗
装を含む。以下同じ。）はそれぞれ５４．４％，７６．４％

である。

!ア 一般国道

一般国道の道路実延長は５万３，７７７キロメート

ル，改良率，舗装率はそれぞれ８９．２％，９８．９％で

ある。

!イ 主要地方道等

主要地方道（国土交通大臣の指定する主要な都

道府県道又は市道）の道路実延長は５万７，４３８キ

ロメートル，改良率，舗装率はそれぞれ７２．３

％，９６．７％である。主要地方道以外の一般都道府

県道については７万７４５キロメートルで，それぞ

れ５５．８％，９３．０％である。一般国道や主要地方道

に比して，主要地方道以外の一般都道府県道の整

備水準は低くとどまっている。

!ウ 市町村道

市町村道の道路実延長は９７万７，７６４キロメート

ル，改良率（幅員５．５メートル未満を含む。），舗

装率は，それぞれ５１．３％，７２．８％であり，その整

備水準は最も低くなっている。

（２）交通安全施設等の現況

交通安全施設等は，都道府県公安委員会及び道

路管理者がそれぞれ整備を行っており，平成１３年

３月末現在の状況は次のとおりである。

ア 都道府県公安委員会が整備する施設

!ア 交通管制センター

交通管制センターは，全国の主要７５都市に設置

されている。主な業務としては，信号機，道路標

識及び道路標示の操作その他道路における交通の

規制を広域にわたって総合的に行うとともに，道

路交通に関する情報を収集・分析し，運転者等の

道路利用者に提供している。

また，隣接都府県の交通管制センターと連携

し，必要に応じて交通情報の交換を行うことによ

り，迅速かつ的確な交通情報を提供している。

!イ 信号機

信号機の設置基数は１７万６，０１３基であり，その

約３３％に当たる５万７，９０８基が交通管制センター

で直接制御されている。信号機のうち，押ボタン
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式信号機は２万５，６９６基，視覚障害者用付加装置

の付いた信号機は１万５８４基である。

信号機については，集中制御化，系統化，機能

の付加等の高度化を計画的に推進しており，交通

の状況に的確に対応するため，青の時間配分の見

直し，調整等を適宜行った。

また，交通実態に応じた信号機の運用等に努め

るとともに，常時点検を実施し，故障等を早期に

把握し修理を行うなど適正な保全管理に努めた。

!ウ 交通情報提供装置

安全・快適な道路交通環境の整備を図ることを

目的として，新交通管理システム（UTMS : Uni-

versal Traffic Management Systems）構想に基

づき交通管制センターの高度化，光ビーコン注１），

交通情報板等の交通情報提供装置の整備を図っ

た。

!エ 道路標識及び道路標示

都道府県公安委員会が設置し，管理する規制標

識及び指示標識は１，０８３万２，８０４枚で，そのうち主

要幹線道路における標識の視認性の向上等を図る

ための路上式の大型標識（灯火式，反射式又は自

発光式）は，６３万６，１４７枚である。

イ 道路管理者が整備する施設

!ア 歩道，自転車歩行者道等

道路交通上の弱者である歩行者，自転車利用者

等と自動車交通を分離することにより，歩行者，

自転車利用者等の安全と快適性を確保し，併せ

て，道路交通の円滑化に資するため，歩道及び自

転車歩行者道の整備を推進しており，その整備延

べ延長はそれぞれ１１万３，７０６キロメートル，１０万

２，４３９キロメートルである。

また，安全で快適な歩行空間の拡大を図るた

め，歩道，自転車歩行者道等の整備に際しては，

高齢者や身体障害者等が安心して社会参加できる

よう，幅が広く使いやすい歩道等の整備，既設歩

道の段差・傾斜・勾配の改善，視覚障害者誘導用

ブロックの設置等の措置を講じている。

!イ 立体横断施設

横断歩道橋及び地下横断歩道は，歩行者等と車

両を立体的に分離することにより，歩行者の安全

確保とともに，自動車交通の安全かつ円滑な流れ

を確保するものであり，それぞれ１万１，３０３箇

所，３，２６８箇所を整備している。

また，高齢者や身体障害者等の利用の多い駅や

その周辺等において，必要に応じてスロープ付・

昇降装置付立体横断施設の整備を行う等利用者の

利便性の向上を図った。

!ウ 道路照明

道路照明は，連続して設置することにより路面

を明るくし，自動車を安全に走行させるととも

に，道路の線形を明示して交通を誘導する効果が

あるほか，横断歩道等の交通事故の多発するおそ

れがある箇所に部分的に設置することにより，特

殊な箇所の存在を明示する効果がある。このよう

な目的で２８８万８，５９４基の道路照明を設置してい

る。

!エ 防護さく

車両の路外逸脱を防止するとともに，視線を誘

導することにより交通の誘導を行い車両を安全に

走行させ，また，歩行者が歩道から路外に転落す

ることを防止することを目的として，防護さくを

１６万５，０１０キロメートル分設置している。

!オ 道路標識

道路管理者が設置し，管理する案内標識，警戒

標識，規制標識及び指示標識は２１４万５，０７２本あ

る。特に，案内標識については，道路利用者に目

的地や通過地についてその方向及び距離を示し，

現在の道路上の位置を示すため，あるいは旅行者

等の利便のために著名地点や道路の附属施設の案

内をするため，整備の推進を図っている。

また，高齢者，身体障害者等を含む歩行者の安

全かつ円滑な移動の確保のために，「エレベー

ター」，「乗合自動車停留所」，「便所」等の歩行者

用の案内標識についても整備の推進を図ってい

注１）通過車両を感知して交通量等を測定するとともに車載のカーナビゲーション装置等と交通管制センターとの情報のやり

取りをする路上設置型の赤外線通信装置

第２章 道路交通安全施策の現況

―２３―



る。

!カ 道路情報提供装置

異常気象時の道路状況に関する情報等（都市間

のルート選択に資する情報を含む。）を迅速かつ

的確に提供するため，道路情報板２万８６９基を設

置・運営するとともに，カーラジオを通してドラ

イバーに道路の状況に関する情報を提供する路側

通信システムの整備を推進している。同システム

は，交通安全の確保に大きく寄与しており，全国

３７５箇所で運用されている。

また，安全で円滑な道路交通を確保するため，

高速道路等に，所要時間表示板，情報ターミナル注２）

等を設置した。

さらに，既存の駐車場の利用促進や駐車場を探

す迷走運転の防止等を目的として，駐車場の満空

情報をドライバーに提供する駐車場案内システム

の整備を推進している。

２ 道路の新設・改築による交通安全対策の推進

（１）適切に機能分担された道路網の整備

基本的な交通の安全を確保するため，高規格幹

線道路から居住地域内道路に至るネットワークに

よって適切に機能が分担されるよう道路の体系的

整備を推進するとともに，他の交通機関との連携

強化を図る道路整備を推進した。

ア 自動車，自転車，歩行者等の異種交通を

分離し，交通流の純化を促進するため，高規格幹

線道路から居住地域内道路に至るネットワークを

体系的に整備するとともに，特に自転車・歩行者

専用道路等の整備を積極的に推進した。

イ 通過交通の排除と交通の効果的な分散に

より，都市部における道路の著しい混雑，交通事

故の多発等の防止を図るため，バイパス及び環状

道路等の整備を推進した。

ウ 幹線道路で囲まれた居住地域内や歩行者

等の通行の多い商業地域内等においては，通過交

通をできる限り幹線道路に転換させるなど道路機

能の分化により，生活環境を向上させるため，補

助的な幹線道路，区画道路，歩行者専用道路等の

系統的な整備，区画道路におけるコミュニティ道

路や歩車共存道路注３）等の交通安全施設の整備等を

総合的に実施した。

エ 国民のニーズに応じた効率的な輸送体系

を確立し，道路混雑の解消等円滑な交通流が確保

された良好な交通環境を形成するため，道路交

通，鉄道，海運，航空等複数の交通機関の連携を

図るマルチモーダル施策を推進し，鉄道駅等の交

通結節点，空港，港湾の交通拠点へのアクセス道

路の整備等を実施した。

（２）改築による道路交通環境の整備

交通事故の多発等を防止し，安全かつ円滑・快

適な交通を確保するため，次の方針により道路の

改築事業を強力に推進した。

ア 歩行者及び自転車利用者の安全と生活環

境の改善を図るため，歩道等を設置するための既

存道路の拡幅，小規模バイパスの建設と併せた道

路空間の再配分，自転車の通行を歩行者や車両と

分離するための自転車道の設置などの道路交通の

安全に寄与する道路の改築事業を積極的に推進し

た。

イ 交差点及びその付近における交通事故の

防止と交通渋滞の解消を図るため，交差点のコン

パクト化，立体交差化等を推進した。

ウ 一般道路の新設・改築に当たっては，交

通安全施設についても併せて整備することとし，

道路標識，中央帯，車両停車帯，道路照明，防護

さく等の整備を図った。また，歩行者の安全を確

保するため必要がある場合には，スロープや昇降

装置の付いた立体横断施設の整備を図った。

エ 道路の機能と沿道の土地利用を含めた道

路の利用実態との調和を図ることが交通の安全の

注２）高速道路の休憩施設内に設置され，道路交通情報，行先別経路案内等情報を提供する装置

注３）歩道等の設置が困難な場合において，ハンプや狭さく等を組み合わせることにより車の速度を抑制し，歩行者等の安全

な通行を確保する道路
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確保に資することから，沿道からのアクセスを考

慮した副道等の整備，植樹帯の設置，街路事業や

特定交通安全施設等整備事業による自転車駐車場

の整備，路上駐停車対策等を推進した。

オ 商業系地区等における歩行者及び自転車

利用者の安全で快適な通行空間を確保するため，

これらの者の交通量や通行の状況に即して，幅の

広い歩道，自転車道，コミュニティ道路，歩車共

存道路，車両の通行を禁止又は制限したショッピ

ングモール等の整備を推進した。

カ 交通混雑が著しい都心地区，鉄道駅周辺

地区等において，人と車の交通を体系的に分離す

るとともに，歩行者空間の拡大を図るため，地区

周辺の幹線道路，ペデストリアンデッキ，交通広

場等の総合的な整備を推進した。

キ 歴史的街並みや史跡等卓越した歴史的環

境の残る地区において，地区内の交通と観光交

通，通過交通を適切に分離するため，歴史的地区

への誘導路，地区内の生活道路，歴史的みちすじ

等の整備を体系的に推進した。

ク 環境にやさしい自転車を自動車，徒歩，

公共交通と並ぶ都市の交通手段として利用しやす

くするため，自転車の安全な走行空間の整備を行

うとともに，鉄道駅周辺等で道路事業等による自

転車駐車場（原動機付自転車の駐車を含む。）の

整備を推進した。

（３）災害発生時に備えた安全の確保

豪雨・豪雪，地震，火山噴火等による災害が発

生した場合においても安全で安心な生活を支える

道路交通を確保するため，異常気象時において地

域の孤立等を避けるための生命線となる道路の整

備や道路の防災対策，緊急輸送道路を中心とした

橋りょう等の耐震補強，雪崩・地吹雪対策につい

て，平成１３年度は事業費４，８９２億円をもって実施

したほか，道路防災週間等を通じた道路利用者へ

の道路防災対策の普及・啓発を推進した。

（４）地域に応じた安全の確保

交通の安全は，地域に根ざした課題であること

にかんがみ，沿道の地域の人々のニーズや道路の

利用実態，交通流の実態等を把握し，その特性に

応じた道路交通環境の整備を行った。

また，積雪寒冷特別地域においては，冬期の安

全なモビリティを確保するため，冬期積雪・凍結

路面対策として適時適切な除雪や凍結防止剤散布

の実施，交差点等における消雪施設等の整備，流

雪溝，チェーン着脱場等の整備を推進した。さら

に，安全運転の確保に資するため，気象，路面状

況等に関する情報を収集し，道路利用者に提供す

る気象情報システムの整備を推進し，これらにつ

いて事業費１，４８０億円をもって実施した。

３ 交通安全施設等整備事業の推進

平成１３年度は，特定交通安全施設等整備事業七

箇年計画の第６年度として，都道府県公安委員会

及び道路管理者が連携を図りつつ，交通安全施設

等の整備を強力に推進した。

特定交通安全事業としては，公安委員会所管分

５０８億円，道路管理者所管分２，７４８億円（第１－５

表）を計上し事業を推進した。特に，沖縄県以外

の信号機新設を特定交通安全事業としたのは，昭

和６０年度以来であり，全国で約４，０００基の信号機

を新設するために必要な経費を盛り込んだ。

また，地方単独事業による，信号機の新設，防

護さくの設置，道路標識等の整備や地方道路整備

臨時交付金を用いた事業により，交通安全施設の

一層の整備拡充を図った。

なお，事業の実施に当たっては，（財）交通事故

総合分析センターの活用を図りながら，交通事故

の科学的な調査・分析を重点的に実施し，効果的

な交通安全施策の実施に努めた。

（１）事故多発地点対策の推進

ア 自動車交通の安全と円滑を確保するた

め，事故多発地点のうち緊急度の高い箇所につい

て，詳細な事故分析を行い，これに基づき交差点

改良，視距の改良，付加車線等の整備を改築事業

による整備等と併せて重点的に実施した。また，

道路の構造等に応じて，中央帯の設置，バス路線

等における停車帯の設置及び防護さく，道路標

識，道路標示，区画線等の交通安全施設等の整備
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第１－５表 平成１３年度特定交通安全施設等整備事業実施計画
ア 都道府県公安委員会分 （事業費単位：百万円）

区分 事 業 費 目 単位 事業量 事業費

交
通
管
制
セ
ン
タ
ー

中央装置

集中制御機

路側通信端末装置

バス感知器

高速走行抑止装置

情報収集提供装置

フリーパターン式交通情報板

セミフリーパターン式交通情報板

専用パターン式交通情報板

小型文字情報板

小型旅行時間情報板

対向車接近表示装置

監視用テレビ

中央線変移装置

基

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

台

km

２，５４３

１

１７０

１５

５，０１０

２８

６４

１０

８０

１０

２０

９２

４．６０

１３，６０８

８，２１４

７

１９１

３７５

４，２０８

６４１

９６３

６６

２５２

１９

１０５

３７６

２６３

計 ２９，２８９

信

号

機

改

良

プログラム多段系統化

全感応化

半感応化

プログラム多段化

押ボタン化

バス感応化

列車感知化

閑散時押ボタン化

閑散時半感応化

速度感応化

右折感応化

多現示化

歩行者感応化

視覚障害者用付加装置

高齢者等感応化

音響歩行者誘導付加装置

基

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

５６６

４２

３５３

２，３９４

１，４５１

６

１

５０

３４７

２２

１２０

７９３

７２

９８２

４７０

２２４

８４７

１２９

７７７

３，２３４

１，３０５

２６

２１

１８

３１０

４９

１４７

１９２

１１３

８５４

２８４

４７

計 ８，３５２

信

号

機

新

設

全感応

半感応

プログラム多段

押ボタン

列車感知

一灯点滅

歩行者用灯器

車両用灯器

基

〃

〃

〃

〃

〃

灯

〃

１

４８０

２，１０２

１，４６８

１７８

１４，８３２

６，２１５

４

１，４４７

４，８７３

２，３７９

１４４

２，１０２

９３１

計 １１，８８１
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道

路

標

識

可

変

式

オーバーヘッド（集中制御式）

オーバーヘッド（単独灯火式）

オーバーヘッド（単独反射式）

オーバーハング（集中制御式）

オーバーハング（単独灯火式）

オーバーハング（単独反射式）

路側式

基

〃

〃

本

〃

〃

〃

０

３

３

９

４

小 計 １３

固

定

式

オーバーヘッド（灯火式）

オーバーヘッド（反射式）

オーバーハング（灯火式）

オーバーハング（反射式）

基

〃

本

〃

１５

１６０

４

３０

小 計 ３４

路側式

路側式（自然発光）

本

〃

３，０５０

２０

５０

２

計 ９８

道
路
標
示

横断歩道

実線

実線（高輝度）

図示

本

km

〃

箇

１，４８０

９５

１０

３，４００

５７

３０

８

１７

計 １１３

調 査 費 － １，０９０

合 計 － ５０，８２５

注 １ 警察庁資料による。
２ 事業費は，１００万円未満を四捨五入

イ 道路管理者分 （事業費単位：億円）

工 種 事業量 事業費

一
種
事
業

歩道等（注２，３）（km）

交差点改良（箇所）

その他（注４）

小計

５４９

３６８

１，４７３

４２７

１８０

２，０７９

二
種
事
業

道路照明（基）

道路標識（本）

道路情報提供装置（基）

その他（注５）

小計

３，２４６

２，８０６

１６５

２３

５１

３１７

２７８

６６９

合 計 ２，７４８

注 １ 国土交通省資料による。
２ 歩道等は，延べ延長である。
３ 歩道等は，歩道，自転車道，歩行者専用道路，自転車専用道路及び自転車歩行者専用道路を含む。
４ その他は，立体横断施設，中央帯，視距の改良，車両停車帯，路肩改良，登坂車線及び付加車線，歩車共存道路であ
る。

５ その他は，区画線，防護さく，視線誘導標，道路反射鏡，自転車駐車場，地点標及び自動車駐車場である。
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を推進した。

整備後においては，その効果を評価し，対策効

果が不十分な箇所においては，事故発生要因の分

析・対策立案段階に立ち返り，追加的な対策を講

じた。また，効果的な事故削減対策のノウハウを

整理・蓄積し，これを適切に活用することによ

り，幅広く交通事故の削減を図った。

イ 道路の構造及び交通の実態を勘案して，

交通事故が発生する危険性が高い場所等に信号機

を設置した。既存の信号機については，交通状況

の変化に合理的に対応できるように，集中制御

化，系統化，速度感応化，多現示化，右折感応化

等の高度化を推進した。特に，幹線道路で夜間等

横断交通が極めて少なくなる場所については，信

号機の閑散時半感応化・押ボタン化を推進した。

また，必要のある場所には，バス感応化等を行っ

た。

ウ 道路の構造，交通の状況等に応じた交通

の安全を確保するために，道路標識の高輝度化・

大型化・可変化，標示板の共架，設置場所の統合

・改善，道路標示の高輝度化等の交通安全施設等

の整備を推進した。また，交通事故発生地点を容

易に把握し，速やかな事故処理及び的確な事故調

査が行えるようにするとともに，自動車の位置や

目的地までの距離を容易に確認できるようにする

ためのキロポスト（地点標）の整備を推進した。

さらに，見通しの悪いカーブで，対向車が接近し

てくることを知らせる対向車接近システムの整備

を推進するとともに，幹線道路の単路における速

度超過による事故を防止するための高速走行抑止

システムを整備した。加えて，依然として多発し

ている夜間死亡事故に対処するため，道路照明・

視線誘導標等の設置による夜間事故対策を推進し

た。

（２）バリアフリー化を始めとする歩行空間等の

整備

ア 歩行者及び自転車利用者の安全で快適な

通行を確保するため，歩行者等の交通事故が発生

する危険性の高い区間等について，改築事業等に

よる整備と併せて歩道及び自転車道等の整備を引

き続き重点的に実施した。

その際，快適な通行空間を十分確保した幅の広

い歩道の整備とともに，既存の道路に歩道等の設

置が困難な場合においては，その歩道等の代替と

して既存の道路と並行した歩行者専用道路，自転

車歩行者専用道路等の整備を推進した。

また，通過車両の進入を抑え，歩行者等の安全

確保と生活環境の改善を図るため，コミュニティ

道路，歩車共存道路等の整備を推進するととも

に，見やすく分かりやすい道路標識・道路標示と

するため，道路標識の高輝度化・大型化・可変

化，標示板の共架，設置場所の統合・改善等を行

い，視認性の向上を図った。

イ 高齢者，身体障害者等の自立した日常生

活及び社会生活を確保するため，駅，公共施設，

福祉施設，病院等の周辺を中心に，平坦性が確保

された幅の広い歩道，音響信号機，高齢者等感応

信号機，歩行者感応信号機等のバリアフリー対応

型信号機，待ち時間表示装置，昇降装置付立体横

断施設，歩行者用休憩施設，自転車駐車場，身体

障害者用の駐車ます等を有する自動車駐車場等を

整備するとともに，改築事業等と併せた電線類の

地中化を推進した。あわせて，道路標識の高輝度

化・大型化・可変化，道路標示の高輝度化等を推

進した。

また，駅前等の交通結節点において，エレベー

ター等の設置，スロープ化や建築物との直結化が

図られた立体横断施設，交通広場等の整備を推進

し，歩きたくなるような安全で快適な歩行空間を

積極的に確保した。

特に，高齢者，身体障害者等の公共交通機関を

利用した移動の円滑化の促進に関する法律（平１２

法６８。以下「交通バリアフリー法」という。）に

基づき，重点整備地区に定められた駅の周辺地区

等においては，公共交通機関等のバリアフリー化

と連携しつつ，誰もが歩きやすい幅の広い歩道，

道路横断時の安全を確保する機能を付加した信号

機等の整備が面的かつネットワークとして行われ

るよう配慮した。

また，バリアフリー歩行空間が有効に利用され
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事故多発地点対策の事例（京都市 清閑寺単路部）

１ 概要・要因分析

清閑寺単路部は国道１号の単路部の高架道路

であり，本線はカーブ区間でかつ下り勾配と

なっている。

事故はスピードオーバーによる追突事故及び

正面衝突事故が多発していた。

２ 主な対策

（１）追突事故の対策

・ 減速路面標示の設置（高速走行の抑止）

（２）正面衝突事故の対策

・ 簡易中央帯（ブロック，ポストコーン）設

置（対向車線へのはみ出し防止）

３ 対策の効果

・ 追突事故が半減

・ 正面衝突がゼロに
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るよう，高齢者を始めとする歩行者等に対して，

視覚障害者誘導用ブロック，歩行者用の案内標

識，バリアフリーマップ等により，公共施設の位

置や施設までのバリアフリー経路等を適切に案内

した。

このほか，積雪による歩道幅員の減少や凍結に

よる転倒の危険性の増大など，冬期特有の障害に

対し，鉄道駅周辺，中心市街地，通学路等，特に

安全で快適な歩行空間の確保が必要な所におい

て，歩道等の除雪の重点的な実施や，交通バリア

フリー法の特定事業としての融雪施設，流雪溝，

雪覆工の整備の推進を図った。

ウ 高齢運転者の増加に対応するため，道路

標識の高輝度化・大型化・可変化，道路標示の高

輝度化等高齢運転者に見やすい道路標識・道路標

示の整備を図った。

エ 児童・幼児の通行の安全を確保するた

め，歩道等の整備，押ボタン式信号機，歩行者用

灯器等の整備，立体横断施設の整備，横断歩道等

の拡充により，通学路，通園路の整備を図った。

オ 市街地における安全かつ円滑・快適な道

路交通環境を効率的に確保するため，交通安全施

設等の整備と併せ，道路空間と一体となって交通

安全施設と同様に機能する歩行者用通路や交通広

場などの整備を推進した。

（３）円滑・快適で安全な道路交通の確保

ア 交通に関する情報の収集，分析及び伝達

並びに信号機，道路標識及び道路標示の操作その

他道路における交通の規制を広域的かつ総合的に

行うため，交通管制エリアの拡大等交通管制シス

テムの充実・高度化を図った。

イ 幹線道路において，交通の変動実態を的

確に把握し，予想される変動に対応した信号制御

を行うため，系統化，閑散時押ボタン化・半感応

化，多現示化，右折感応化等の信号機の高度化を

図った。また，信号交差点における歩行者の安全

確保を図るため，全国１００箇所を抽出し，歩行者

と車両の通行を時間的に分離する歩車分離信号の

モデル運用を行った。

ウ 多数の路上駐車のため安全で円滑な道路

交通が阻害されている都市内の道路において，交

通安全施設としての駐車場，路上駐車施設，駐車

場案内・誘導システム，違法駐車抑止システムの

整備を図るなど，総合的な駐車対策を推進した。

また，過労運転に伴う事故防止や近年の高齢運

転者等の増加に対応して，都市間の一般道路にお

いて追越しのための付加車線や「道の駅」などの

休憩施設等の整備を積極的に推進した。

エ 分かりやすく使いやすい道路交通環境を

整備し，安全で円滑な交通の確保を図るため，交

通監視カメラ，各種車両感知器等の整備，道路・

交通等に関する情報（異常気象に関する情報や都

市間のルート選択に資する情報を含む。）を迅速

かつ的確に提供する道路情報提供装置，交通情報

板，路側通信設備等の整備，時間別・車種別等の

交通規制の実効を図るための視認性・耐久性に優

れた大型固定標識及び路側可変標識の整備並びに

利用者のニーズに即した系統的で分かりやすい案

内標識及び中央線変移システムの整備を推進し

た。特に，主要な幹線道路の交差点及び交差点付

近における大型案内標識や交差道路標識の整備を

重点的に進めることとし，外国人に分かりやすい

ローマ字併用表示・シンボル表示を積極的に取り

入れ，国際化の進展への対応に努めた。

また，道路交通情報通信システム（VICS : Ve-

hicle Information and Communication System）

の整備・拡充を推進した。

オ 平成１２年度に警察庁及び国土交通省が設

置した「道路交通環境安全推進連絡会議」を活用

し，学識経験者のアドバイスを受けつつ，施策の

企画，評価，進行管理等に関して協議を行い，的

確かつ着実に安全な道路交通環境の実現を図っ

た。

（４）災害に強い交通安全施設等の整備

地震，豪雨，豪雪等による災害が発生した場合

においても安全な道路交通を確保するため，交通

管制センター，交通監視カメラ，各種車両感知

器，交通情報板等の交通管理施設の整備及び通行

止め等の交通規制を迅速かつ効果的に実施するた

めの道路災害の監視システムの開発・導入，交通
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規制資機材の整備を推進するとともに，災害発生

時の停電に起因する信号機の機能停止による混乱

を防止するため，予備電源として自動起動型信号

機電源付加装置の整備を推進した。

また，オンライン接続された各都道府県警察の

交通管制センターから詳細な交通情報をリアルタ

イムで一元的に収集し，それを災害時の広域的な

交通管理に活用できるよう，平成１３年５月に警察

庁において広域交通管制室の運用を開始した。

４ 高速自動車国道等における交通安全施設等の

整備

高速自動車国道等においては，緊急に対処すべ

き交通安全対策について，一般道における特定交

通安全施設等整備事業七箇年計画とも連携を図り

つつ，総合的な対策を実施する観点から，高速自

動車国道等における交通安全対策に関する事業計

画に基づき，交通安全施設の整備等を計画的に進

めている。

（１）事故削減に向けた総合的施策の集中的実施

事故多発地点のうち，緊急に対策を実施すべき

箇所について事故の特徴や要因を分析し，箇所ご

との事故発生状況に対応した交通安全施設等の整

備を下記のとおり実施した。

大型車の交通量が多く，中央分離帯の突破によ

る重大事故のおそれがある箇所については強化型

防護さくの設置の推進を図るとともに，雨天時の

事故を防止するための高機能舗装の整備，夜間の

事故を防止するための高視認性区画線や自発光式

視線誘導標等の各種交通安全施設の整備を実施し

た。また，道路構造上往復の方向に分離されてい

ない二車線の区間（暫定供用区間）については，

対向車線へのはみ出しによる正面衝突事故を防止

するため高視認性のポストコーンを設置するほ

か，後続車のイライラ運転を防止するための付加

車線の設置等の交通安全対策を実施した。

（２）安全で快適な交通環境づくり

過労運転やイライラ運転を防止し，安全で円滑

な走行環境の確保を図るため，インターチェンジ

及び本線料金所の改良・本線拡幅を実施したほ

か，混雑しているサービスエリアやパーキングエ

リアの駐車ますの増設を実施した。

（３）高度情報技術を活用したシステムの構築

リアルタイムな道路交通情報等を提供する

VICS のサービス内容の充実を図るとともに，ノ

ンストップ自動料金支払いシステム（ETC : Elec-

tronic Toll Collection System）について，東名・

名神高速道路，東北自動車道，山陽自動車道，九

州自動車道等，平成１４年３月末現在，６８１箇所の

料金所にサービスを拡大するなど，高度道路交通

システム（ITS : Intelligent Transport Systems）

の関連施設の整備を推進した。また，携帯電話や

インターネット等を利用した，出発前におけるリ

アルタイムな情報提供の充実を図った。

５ 効果的な交通規制等の推進

（１）交通規制の実施状況

安全で円滑な交通の確保及び交通公害の防止を

図りつつ，都市及び道路の交通機能を十分発揮さ

せるため，道路網全体における個々の道路が有す

る社会的機能，道路交通の実態及び交通障害の状

況を的確に把握し，効果的な交通規制を実施し

た。また，既設の交通規制については，交通事故

の発生状況，道路の状況，交通量等交通実態の変

化に応じた合理的な交通規制となるよう点検・見

直しに努めた。

（２）地域の特性に応じた交通規制

主として通過交通の用に供される道路について

は，駐停車禁止，転回禁止，指定方向外進行禁

止，進行方向別通行区分等交通流を整序化するた

めの交通規制を，主として地域交通の用に供され

る道路については，一方通行，指定方向外進行禁

止等を組み合わせ，通過交通を抑制するなど，良

好な生活環境を維持するための交通規制を，ま

た，主として歩行者及び自転車利用者の用に供さ

れる道路については，歩行者用道路，車両通行止

め，路側帯の設置等歩行者及び自転車利用者の安

全を確保するための交通規制を強化した。

第２章 道路交通安全施策の現況

―３１―



特に，生活の場である住居系地区等において

は，歩行者等の安全の確保に重点を置いたゾーン

規制を実施し，コミュニティ・ゾーン等の形成を

図った。

（３）安全で機能的な都市交通確保のための交通

規制

安全で機能的な都市交通を確保するため，計画

的に都市総合交通規制を推進し，交通流・量の適

切な配分・誘導を図った。また，路線バス，路面

電車等大量公共輸送機関の安全・優先通行を確保

するための交通規制を推進した。

（４）幹線道路における交通規制

幹線道路については，交通の安全と円滑化を図

るため，道路の構造，交通安全施設の整備状況，

交通の状況等を勘案しつつ，速度規制及び追越し

のための右側部分はみ出し通行禁止規制等につい

て見直しを行い，その適正化を図った。

（５）高速道路における交通規制

高速自動車国道においては，平成１３年中に新た

に供用された路線（１５０．１キロメートル）につい

て，交通安全施設の整備状況，既供用道路におけ

る交通規制との斉一性や一般道路との関連性を考

慮し，最高速度規制等所要の交通規制を実施し

た。特に，道路構造上往復の方向に分離されてい

ない二車線の区間（暫定供用区間）については，

対向車線へのはみ出しによる正面衝突事故を防止

するため，追越しのための右側部分はみ出し通行

禁止規制等の交通規制を実施した。また，既に供

用中の高速道路における交通規制についても，交

通実態や交通安全施設の整備状況に応じて見直し

を行った（第１－６表）。

このほか，異常気象時や交通事故，交通渋滞及

び道路工事等の場合にも，高速道路の交通の安全

と円滑を確保するため，最高速度規制，通行止め

規制等の臨時交通規制を迅速かつ的確に実施し

た。大規模交通障害発生時においては，広域的観

点に立った交通情報の提供，交通規制の実施等に

より，適切なう回誘導に努めた（第１－７表）。

また，大型貨物自動車等の安全対策として，東

名高速道路等８路線の一部区間において，最も左

側の車線を通行すべき車両通行帯として道路標識

により指定しているところである。

（６）事故多発地域における重点的交通規制

交通事故の多発する地域，路線等においては，

最高速度の指定，追越しのための右側部分はみ出

し通行禁止等の効果的な交通規制を重点的に実施

した。

（７）災害発生時における交通規制

災害対策基本法（昭３６法２２３）による通行禁止

等の交通規制を的確かつ迅速に行うため，信号制

御により被災地への車両の流入を抑制するととも

に，う回指示・広報を行い，あわせて，災害の状

況や交通規制等に関する情報を提供する交通情報

板等の整備を推進した。

第１－６表 高速自動車国道本線の最高速度規制状況
（平成１３年１２月末現在）

種 別 延長（km） 構成率（％） 種 別 延長（km） 構成率（％）

法 定 ５，３１０．５ ３８．４ ５０km／h ２６．０ ０．２
８０km／h ５，４６８．６ ３９．６ ４０km／h ５６．６ ０．４
７０km／h ２，７８４．８ ２０．１
６０km／h １７４．３ １．３ 合 計 １３，８２０．８ １００．０

注 １ 警察庁資料による。
２ 交通規制は，本線の上・下線の延長を合計したものである。
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６ コミュニティ・ゾーンの形成

住居系地区や商業系地区において，通過交通の

進入を抑え，歩行者等の安全等地区内の生活の安

全を確保するため，交通事故が多発しているなど

の問題が生じている地区を抽出し，歩行者の歩行

等に車両の通行を調和させるという考え方の下

に，ハンプや狭さく等が整備されたコミュニティ

道路等の面的整備と都道府県公安委員会による

ゾーン規制等の交通規制を適切に組み合わせ，良

好なコミュニティ・ゾーンの形成を図った。

特に，歩行者，自転車，自動車等が集中し錯綜

する商業系地区においては，コミュニティ・ゾー

ンの形成と併せて，バリアフリー歩行空間の整

備，自転車走行空間の整備など各交通モードの安

全で快適な通行空間の整備を総合的に実施した。

整備の立案・実施に当たっては，コミュニティ

・ゾーンの形成が身近な生活道路の利用の在り方

に密接に関係することから，整備の立案段階にお

いて，関係住民との意見交換を行う等理解と協力

を得ることに十分配慮した。

事業実施後は，事故の発生状況調査や通過交通

量調査，改善状況等に関する地域住民等へのヒア

リング等を実施し，対策の効果を評価するととも

に，対策効果が不十分な場合は，事故発生要因の

分析・対策立案段階に立ち返り，追加的な対策を

実施した。

７ 高度道路交通システムの整備

最先端の情報通信技術（IT : Information Tech-

nology）等を用いて，人と道路と車とを一体のシ

ステムとして構築し，安全性，輸送効率及び快適

性の向上を実現するとともに，渋滞の軽減等の交

通の円滑化を通じて環境保全に大きく寄与するこ

とを目的とした高度道路交通システム（ITS）を

推進している。そのため，平成８年に策定された

ITS全体構想に基づき，産・官・学が連携を図り

ながら，研究開発，フィールドテスト，インフラ

の整備，普及及び標準化に関する検討等の一層の

推進を図るとともに，ITS世界会議等における国

際情報交換，国際標準化等の国際協力を積極的に

進めた。

第１－７表 高速道路における臨時交通規制実施状況
（平成１３年中）

種別事由
本線通

行止め

速 度 規 制 追 越 し

禁止

チェーン

装着規制

中 央 線

変移

IC
その他

８０km／h ５０km／h その他 入路規制 出路規制

交通事故
延回数 １，１２２ ８８１ １２，９５２ ２７６ ０ ０ ０ ３０６ １１９ ０
延時間 ２，８６２ １，２３９ １９，５３３ ４７３ ０ ０ ０ ９０４ ３２１ ０

道路工事
道路作業

延回数 ２２５ ６，４２８ ４９，４６６ １３，５０９ ２１，９６２ ０ ２ １４０ １８ ３５
延時間 １，９１９ ４５，１３７ ２６７，１０５ １１０，１４１ １８６，３４０ ０ ６ ５４５ ２６ ３０１

異

常

気

象

雪・
凍結

延回数 ９１９ ５，７９６ １４，９０１ １８２ ０ ２，１７２ ０ ２９４ ８８ ７９４
延時間 ７，８０２ ３０，３９２ ２０９，００６ １，５９１ ０ ２４，３５０ ０ ２，４８０ ５６６ １２，６１２

その
他

延回数 ２９２ ２６，２４１ １４，００４ ６４８ ０ ０ ０ ７５ ８８ ０
延時間 １，８９１ １５８，９６０ ６６，１６０ ５，７５１ ０ ０ ０ ４１０ ４３５ ０

交通渋滞
延回数 ２ ３，０７６ ５，７７０ ９８ ０ ０ ０ １５５ ７５ ０
延時間 ５ １０，０２０ １５，７３５ ２６０ ０ ０ ０ ４６２ ２７８ ０

そ の 他
延回数 ３２６ ７，９６４ ５２，４２３ ４１２ ０ ０ ０ １０１ ３８ １
延時間 ７１２ ７，０１８ ３７，０６８ ４１１ ０ ０ ０ ２２４ １７７ １

合 計
延回数 ２，８８６ ５０，３８６ １４９，５１６ １５，１２５ ２１，９６２ ２，１７２ ２ １，０７１ ４２６ ８３０
延時間 １５，１９１ ２５２，７６６ ６１４，６０７ １１８，６２７ １８６，３４０ ２４，３５０ ６ ５，０２５ １，８０３ １２，９１４

注 警察庁資料による。
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（１）道路交通情報通信システムの整備

渋滞情報，所要時間情報及び規制情報等の道路

交通情報をリアルタイムに直接車載機へ提供する

道路交通情報通信システム（VICS）の整備を推

進し，平成１３年度末現在，３７都道府県の一般道路

及び全国の高速道路においてサービスを開始して

いる。さらに，全国展開及びシステムの高度化に

向け，ビーコン・情報通信基盤の整備を全国の高

速道路や主要都市等において推進した。

（２）新交通管理システムの推進

高度化された交通管制センターを中心に，個々

の車両等との双方向通信が可能な光ビーコンを媒

体として，交通流・量を積極的かつ総合的に管理

することにより，高度な交通情報提供，動的経路

誘導，車両の運行管理，公共車両の優先通行，交

通公害の減少，安全運転の支援，歩行者の安全確

保等を図り，交通の安全及び快適性を確保しよう

とする新交通管理システム（UTMS）の構想に

基づき，システムの充実，キーインフラである光

ビーコンの整備等の施策の推進を図った。平成１３

年度はこのUTMSの中核となる高度交通管制シ

ステムの整備の一環として，盛岡市及び姫路市の

交通管制センターを更新し，高度化した。

（３）スマートウェイ・スマートゲートウェイ・

スマートカープロジェクトの推進

障害物や車線逸脱等の情報を自動車と道路間の

通信によりリアルタイムでやり取りすることに

よって，従来不可能であったドライバーの発見の

遅れに対する情報提供，判断の誤りに対する警

告，ドライバーの操作支援を行い，安全で安心な

走行支援の実現と道路交通事故の低減を図る走行

支援システムについて，国際電気通信連合（ITU）

で国際標準となったETCの技術を活用し，�ITS

仕様の次世代の道路（スマートウェイ），�自動

車と道路側システムの間を結ぶ高度な情報通信

（スマートゲートウェイ：知能通信）及び�高速

走行する自動車（スマートカー）に関する技術の

三位一体となった研究開発を行い，早期実現・普

及を促進しており，要求性能の妥当性やサービス

の受容性などについて検証するため，実証実験等

を行った。また，スマートウェイの構造・機能・

要件に関する制度・基準類の整備を並行して進め

ている。

さらに，高速走行時における自動車と道路等の

通信を確実かつ円滑に行うことを可能とするた

め，高速走行対応のハンドオーバー制御技術，連

続セル構成技術，高速走行対応の高信頼接続シス

テム技術等のスマートゲートウェイ（知能通信）

技術の研究開発を実施している。

（４）道路運送事業に係る高度情報化の推進

環境に配慮した安全で円滑な自動車の運行を実

現するため，道路運送事業において ITS技術を

活用し，公共交通機関の利用促進に資する利用者

支援システム，運行支援システム，物流の効率化

に資する運行管理支援システム，荷物管理支援シ

ステム等の整備を進めている。

公共交通においては，情報提供の高度化による

利用者の利便性向上や，運行管理の高度化による

道路運送事業者の支援等を中心に取り組んでお

り，平成１３年度は，高速バス運行情報システムを

九州と新潟地区において構築して実証実験を行

い，その整備に係る課題の抽出や評価を行った。

また，物流においては，運行管理を支援すると

ともに，荷物管理についての高度化や効率化の実

現を図ることにより，環境負荷の軽減，安全で円

滑な運行の確保，物流コストの低減などを推進し

ており，平成１３年度は，特定地域の荷主からの集

荷情報の集約を行うことにより，域内流入車両の

低減を図ることを目的とした，都市内物流効率化

システムの実証実験を行った。

８ 交通需要マネジメントの推進

依然として厳しい道路交通渋滞を緩和し，道路

交通の円滑化を図るため，バイパス・環状道路の

整備や交差点の改良等の交通容量の拡大策，交通

管制の高度化等に加えて，パークアンドライド注４）

の推進，情報提供の充実，相乗りの促進，時差通

勤・通学，フレックスタイム制の導入等により，

道路利用の仕方に工夫を求め，輸送効率の向上や
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交通量の時間的・空間的平準化を図る交通需要マ

ネジメント（TDM : Transportation Demand Man-

agement）を推進した。

また，都市圏における交通渋滞の緩和等を図る

ため，TDM実証実験に参加する事業者への支援

を含め，TDMを推進する地方公共団体等への支

援を行うとともに，広報・啓発活動を積極的に

行った。平成１３年度より，地域における自動車交

通流・量の調整，事業者による交通事業の改善等

を行うTDM実証実験に対する認定制度を設

け，２６地域の実験計画を認定した。

（１）公共交通機関利用の促進

道路交通混雑が著しい一部の道路について，バ

ス専用（優先）レーンの設定，バス停やバス感知

式信号機，公共車両優先システム（PTPS : Public

Transportation Priority Systems）の整備，パー

クアンドバスライドやコミュニティバスの導入等

バスの利用促進を図るための施策を推進するとと

もに，これらの施策を関係省庁が連携して総合的

に実施するオムニバスタウン構想を推進した。ま

た，路面電車，モノレール等の公共交通機関の整

備を支援し，鉄道，バス等の公共交通機関への転

換による円滑な道路交通の実現を図った。

さらに，鉄道，バス事業者による運行頻度，運

行時間の見直し等により，利用者の利便性の向上

を図るとともに，鉄道駅・バス停までのアクセス

確保のために，パークアンドライド駐車場，自転

車道，駅前広場等の整備を促進し，交通結節機能

を強化した。

（２）自動車利用の効率化

乗用車の平均乗車人数の増加及び貨物自動車の

積載率の向上により効率的な自動車利用を推進す

るため，自動車相乗りの促進，共同配送システム

の構築，車両運行管理システム（MOCS : Mobile

Operation Control Systems）の導入等による物

流の効率化等の促進を図った。

（３）交通需要の平準化

交通需要のピーク時間帯の交通を分散するた

め，時差通勤・通学及びフレックスタイム制の導

入を促進するとともに，道路交通情報の充実を

図った。

９ 総合的な駐車対策の推進

（１）違法駐車の状況

違法駐車は，幹線道路等における交通渋滞を悪

化させる要因となるだけでなく，交通事故の原因

ともなっており，また，歩行者等の安全な通行の

障害となるほか，緊急自動車の活動に支障を及ぼ

すなど住民の生活環境を害し，国民生活全般に大

きな影響を及ぼしている。

平成１３年中の駐車車両への衝突事故の発生件数

は２，９３３件で，１０９人が死亡したほか，１１０番通報

された苦情要望のうち，駐車問題に関するものが

２７．３％を占めている。

（２）秩序ある駐車の推進

ア 道路の構造や地域の交通実態を勘案し，

幹線道路等特に必要がある区間においては駐車禁

止規制を強化する一方で，特定の時間帯，曜日に

駐車需要が減少する地域では駐車規制を解除する

ほか，都市部の商業地域等の短時間駐車が多く，

かつ，無秩序な駐車が問題になっている地域で

あって，当該地域の短時間駐車需要を路外駐車施

設で収容することが困難と認められる地域におい

ては時間制限駐車区間規制を実施するなど，地域

全体の駐車管理構想に沿ったきめ細かな駐車規制

を行った。平成１３年３月末現在，パーキング・メー

ターの設置基数は２万６，３９２基，パーキング・チ

ケット発給設備は１，５３９基であり，時間制限駐車

区間における駐車可能枠数は３万８，２１７となって

いる。

イ 違法な駐停車が交通渋滞等交通に著しい

迷惑を及ぼす交差点においては，違法駐車抑止シ

注４）都心部等の自動車交通混雑の緩和を図るため，都心部へ乗り入れる鉄道の郊外駅，バスターミナル等の周辺に駐車場を

整備し，自動車を駐車（パーク）させ，鉄道，バス等公共交通機関への乗換え（ライド）を促すシステム
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ステム等の整備を促進し，駐停車等をしようとし

ている自動車運転者に対して音声で警告を与える

ことにより，違法駐停車を抑制して交通の安全と

円滑化を図った。

ウ 違法駐車の取締りは，高齢者，身体障害

者等の移動の円滑化にも資するため，幹線道路の

交差点，横断歩道，バス停留所の付近等における

悪質・危険性，迷惑性の高い違反に重点を置いて

行っている。平成１３年中の駐車違反の取締り件数

は１８１万６，８７０件であった。

また，道路を自動車の保管場所として使用する

いわゆる青空駐車や自動車の使用の本拠の位置，

保管場所の位置等を偽り保管場所証明を受けるい

わゆる車庫とばしの検挙を推進した。

（３）駐車場等の整備

ア 駐車場整備計画の調査を推進し，自動車

交通がふくそうする地区等において，駐車場整備

地区の指定を促進するとともに，当該地区におい

て計画的，総合的な駐車対策を行うため，駐車場

整備計画の策定を推進した。

イ 大規模な建築物に対し駐車場の整備を義

務付ける附置義務条例の制定の促進等を行うとと

もに，道路開発資金等の低金利融資制度の活用に

よる民間駐車場の整備や，中心市街地等商店街・

商業集積活性化施設等整備事業による助成によ

り，商店街において商店街振興組合等が行う駐車

場の整備を促進した。この場合，共同荷さばき駐

車場の整備についても配慮した。

また，都市機能の維持・増進を図るべき地区及

び交通結節点等重点的に駐車場の整備を図るべき

地域において，特定交通安全施設等整備事業や有

料道路融資事業（無利子貸付制度）等を活用した公

共駐車場の整備を積極的に推進した（第１－８表）。

ウ 既存駐車場の有効利用を図るため，駐車

場案内・誘導システムの整備と高度化を推進し

た。また，郊外部からの過剰な自動車流入を抑止

し，都心部での交通のふくそうを回避するため，

パークアンドライドの普及のための駐車場等の環

境整備を推進した。

（４）違法駐車締出し気運の醸成・高揚

各地方公共団体に対し，違法駐車防止条例の制

定を働きかけるとともに，その運用に必要な協力

と支援を行った。

また，地域交通安全活動推進委員，報道機関等

の協力を得て違法駐車に起因する交通事故の実

態，交通渋滞の状況等違法駐車の危険性・迷惑性

に関する情報の提供を積極的に行うなど，違法駐

車排除のための広報啓発活動を進めた。

１０ 地域住民等と一体となった安全な道路交通環

境の整備

安全な道路交通環境の整備に当たっては，道路

を利用する人の視点をいかすことが重要であるこ

とから，地域住民や道路利用者の主体的な参加の

下に交通安全施設等の点検を行う交通安全総点検

を積極的に推進するとともに，道路利用者等が日

常感じている意見について，はがき，インターネ

ット，「道の相談室」等を活用して取り入れ，道

路交通環境の整備に反映した。

また，交通の安全は，住民の安全意識により支

えられることから，安全で良好なコミュニティの

第１－８表 駐車場整備状況（平成１３年３月末現在）

都市計画駐車場 届出駐車場（注２） 附置義務施設（注３） 路上駐車場

箇所 ４４８ ６，９１６ ４８，９８９ ７（都市）

台数 １１５，６９６ １，２２５，１９４ １，７７１，０２８ １，２７５

注 １ 国土交通省資料による。
２ 都市計画区域内に設けられ，駐車の用に供される部分の面積が５００㎡以上であって，一般公共の用に供される
有料駐車場をいう。（届出駐車場であって同時に都市計画駐車場又は附置義務駐車場施設にも該当する場合に
は，これから除いている。）

３ 附置義務条例に基づき設置された駐車施設をいう。
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形成を図るために，交通安全対策に関して住民が

計画段階から実施全般にわたり積極的に参加でき

るような仕組みをつくり，行政と市民の連携によ

る交通安全対策を推進した。

さらに，安全な道路交通環境の整備に係る住民

の理解と協力を得るため，事業の進ちょく状況，

効果等について積極的に公表した。

１１ その他の道路交通環境の整備

（１）重大事故の再発防止

社会的に大きな影響を与える重大事故が発生し

た際には，速やかに当該箇所の道路交通環境等事

故発生の要因について調査するとともに，発生要

因に即した所要の対策を早急に講ずることによ

り，当該事故と同様な事故の再発防止を図った。

（２）道路使用及び占用の適正化等

ア 道路の使用及び占用の抑制

工作物の設置，工事等のための道路の使用及び

占用の許可に当たっては，道路の構造を保全し，

安全かつ円滑な道路交通を確保するため，原則と

して抑制する方針の下に適正な運用を行うととも

に，道路使用許可条件の履行，占用物件等の維持

管理の適正化を図り，特に，地下埋設物の管理に

ついて指導を強化した。

また，道路使用状況を正確に把握することによ

り，道路使用による道路交通への影響を最小限に

とどめるため，道路使用許可に係る事務の電子化

を進めた。

イ 不法占用物件等の排除

不法占用物件等の排除については，従来から全

国交通安全運動の実施項目として取り上げる等重

点的に取り組んでいる。また，道路上から不法占

用物件等を一掃するためには，沿道住民を始め道

路利用者の道路についての十分な認識と自覚に待

つところが大きいことから，「道路ふれあい月間」

等において道路愛護思想の普及を図った。

なお，道路工事調整等を効率的に行うため，図

面を基礎としてデータ処理を行うデジタル地図を

活用したコンピュータ・マッピング・システムを

開発し，運用中である。

ウ 道路の掘り返しの規制等

都市部の道路における無秩序な掘り返しを規制

し，道路の掘り返し工事に起因する交通事故・渋

滞を未然に防止するため，道路管理者，警察その

他の関係機関及び公益事業者により構成される地

方連絡協議会を活用し，地下埋設工事等の施工時

期を調整，交通事故防止，地下埋設物件の実態把

握，工事施工者，地下埋設物件の管理者及び道路

管理者相互間での緊密な協議による安全確保の措

置を講ずること等について各道路管理者を指導し

ている。

また，道路の掘り返しを防止し，円滑な道路交

通を確保するため共同溝の整備を推進しており，

平成１３年度は事業費５６６億円で整備を実施した。

（３）道路法に基づく通行の禁止又は制限

ア 特殊車両の通行の禁止又は制限

車両制限令（昭３６政２６５）に定める車両の幅，

重量，高さ等の最高限度を超える大型車及び重量

車の場合，道路を通行させることは，道路構造の

保全又は交通の危険の防止の観点から原則として

禁止されており，一定の条件を満たすものについ

てのみ道路管理者の許可を受けて道路を通行させ

ることができることになっている。しかし，これ

に違反して通行する車両が依然として発生してい

ることにかんがみ，軸重計，車重計，車高計等取

締り機器を設置した取締基地の整備を促進すると

ともに，警察等関係機関と緊密な連携を図りつ

つ，道路監理員による指導取締りを実施した。

イ 災害，異常気象時等における通行の禁止

又は制限

道路管理者は，道路の構造を保全し，又は交通

の危険を防止するため，異常気象時等の緊急時に

おいて，道路の破損，欠壊等により，現に一般交

通に危険が生じている場合はもちろん，その危険

の発生が客観的に予測される場合又は道路工事の

ためやむを得ないと認められる場合には，規制基

準及び規制区間を設定するなどして，適時適切な

道路の通行の禁止又は制限を実施している。

ウ 水底トンネル等における危険物積載車両
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の通行の禁止又は制限

水底トンネル等注５）において，道路構造を保全

し，又は交通の危険を防止するため，道路管理者

は，爆発性又は易燃性を有する物件その他の危険

物を積載する車両の通行を禁止又は制限してお

り，平成９年１２月の関係省庁等による「危険物運

搬車両の事故防止等対策についての申合せ」も踏

まえて，違反車両の取締りを実施した。

（４）自転車利用環境の総合的整備

ア 都市交通としての自転車の役割と位置付

けを明確にしつつ，自転車や歩行者，自動車の交

通量に応じて歩行者，自動車とも分離された自転

車道及び自転車専用道路，自転車が走行可能な幅

の広い歩道である自転車歩行者道等の自転車利用

空間を整備した。また，自転車専用通行帯，普通

自転車の歩道通行部分の指定等の交通規制を実施

した。

イ 自転車等の駐車対策については，その総

合的かつ計画的な推進を図ることを目的として，

自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車対策

の総合的推進に関する法律（昭５５法８７）による施

策を総合的に推進しており，自転車等駐車対策協

議会を設置して調査審議し，総合計画を策定する

よう促進するとともに，自転車等の駐車需要の多

い地域及び今後駐車需要が著しく多くなることが

予想される地域を中心に，交通安全施設等整備事

業，街路事業等による自転車等の駐車場整備事業

を拡充し推進した。平成１３年度は，特定交通安全

施設等整備事業として事業費２８億円をもって３０箇

所，街路事業として事業費８０億円をもって１９箇所

で事業を実施した。また，大量の自転車等の駐車

需要を生じさせる施設について自転車駐車場の設

置を義務付ける条例の制定注６）の促進を図るととも

に，道路開発資金等の活用による民営の自転車駐

車場整備事業の育成を図った。

さらに，自転車駐車場の整備とあいまって，自

転車等利用者の通行の安全を確保するための計画

的な交通規制を実施した。

ウ 鉄道の駅周辺等における放置自転車等の

問題の解決を図るため，自転車等駐車対策協議会

の積極的な運営と総合計画の策定の促進を図るこ

と等を通じて，地方公共団体，道路管理者，都道

府県警察，鉄道事業者等が適切な協力関係を保持

するよう努めた。また，これにより，用地提供に

ついて鉄道事業者の積極的な協力が得られるよう

にし，効率的・総合的な自転車駐車場の整備を推

進するとともに，地域の状況に応じ，条例の制定注７）

等による駅前広場及び道路に放置されている自転

車等の整理・撤去等の推進を図った。

特に，交通バリアフリー法に基づき，市町村が

定める重点整備地区内における特定経路を構成す

る道路においては，高齢者，身体障害者等の移動

の円滑化に資するため，違法駐車行為に係る自転

車の取締りの強化，広報啓発活動等の違法駐車を

防止する取組及び自転車駐車場の整備を重点的に

推進した。

エ 自転車利用者に対し，交通社会における

責任の自覚を求めるため，自転車の点検整備，自

転車の安全な乗り方，道路交通法（昭３５法１０５）

その他の法令の遵守，正しい駐車方法等に関する

教育及び広報活動を推進した。また，道路交通法

その他の法令に定める正しい走行方法，正しい駐

車方法について，道路上で明確に理解できるよう

走行区分の明確化等の整備を推進した。さらに，

関係団体による正しい駐車方法等に関する教育及

び広報活動を支援した。

（５）子供の遊び場等の確保

ア 都市公園の整備

都市における児童の遊び場が不足していること

から，路上における遊びや運動による交通事故防

注５）水底トンネル及びこれに類するトンネルで国土交通省令で定めるもの。水底にあるトンネルで当該トンネルの路面の高

さが水面の高さ以下のもの又は長さ５，０００メートル以上のトンネルを含む。

注６）自転車駐車場の設置を義務付ける条例，いわゆる附置義務条例を制定した地方公共団体は，平成１３年６月末現在で９７に

達している。

注７）放置自転車の整理・撤去についての条例を制定した地方公共団体は，平成１３年６月末現在で４９７に達している。
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止のため，都市公園法（昭３１法７９）に基づき，街

区公園，近隣公園，運動公園等の都市公園の整備

を実施している。平成１３年度は第６次都市公園等

整備七箇年計画の第６年度として，都市公園のう

ち近隣公園等の基幹公園及び緑道の緊急かつ計画

的な整備を実施した（第１－９表）。

また，児童が遊びながら交通知識等を体得でき

るような各種の施設を設置した交通公園は，全国

で１９１箇所が開設され，一般の利用に供されてい

る。

イ 児童館，児童遊園等の整備

児童館及び児童遊園は，児童福祉法（昭２２法

１６４）による児童厚生施設であり，児童に健全な

遊びを与えてその健康を増進し，情操を豊かにす

ることを目的としているが，児童の交通事故防止

にも資するものである。平成１２年１０月１日現在，

児童館が４，４２０箇所，児童遊園が４，１０７箇所それぞ

れ設置されている。児童遊園は，児童の居住する

すべての地域を対象に，その生活圏に見合った設

置が進められており，特に児童の遊び場が不足し

ている場所に優先的に設置されている。

このほか，幼児等が身近に利用できる小規模な

遊び場（いわゆる「ちびっ子広場」）等が地方公

共団体等により設置されている。

ウ 学校等の開放

子供の安全な遊び場の確保のために，小学校，

中学校等の校庭，体育施設等の開放を促進した。

（６）電線類の地中化の推進

安全で快適な通行空間の確保，都市景観の向

上，都市災害の防止，情報通信ネットワークの信

頼性の向上等の観点から電線類の地中化を推進す

るため，新電線類地中化計画に基づき，電線共同

溝（C･C･BOX）等の整備を推進した（平成１３年

度電線共同溝整備事業費：２，１６１億円）。

第２節 交通安全思想の普及徹底

１ 段階的かつ体系的な交通安全教育の推進

交通安全教育指針（平１０国家公安委員会告示

１５）等を活用し，幼児から成人に至るまで，段階

的かつ体系的に交通安全教育を行うとともに，高

齢化社会が進展する中で，社会に参加する高齢者

の交通安全を確保する観点から，高齢者に対する

交通安全教育を強力に推進した。特に，自転車を

使用することが多い児童，中学生及び高校生に対

しては，将来の運転者教育の基礎としての自転車

の安全利用に関する指導を強化した。

学校においては，学習指導要領に基づき，関連

教科や道徳，特別活動及び総合的な学習の時間を

中心に，教育活動全体を通じて計画的かつ組織的

な指導に努めた。また，児童生徒の事故災害発生

第１－９表 都市公園の整備状況

年 度
住区基幹公園 都市基幹公園 緑 道

箇 所 数 面 積 箇 所 数 面 積 箇 所 数 面 積

箇所 ha 箇所 ha 箇所 ha
平成８年度 ６４，０１５ ２３，６７６ １，７１５ ２７，２３０ ４７９ ６４３

９ ６５，６９８ ２４，１８９ １，７６０ ２７，９２４ ５１０ ６６８
１０ ６７，６９９ ２４，８７１ １，８０１ ２８，９２３ ５４３ ６９５
１１ ６９，６７９ ２５，５０４ １，８２８ ３０，２６９ ５５６ ７１３
１２ ７１，０６６ ２６，０５１ １，８６４ ３１，１３７ ６００ ７４０

注 １ 国土交通省資料による。
２ 交通安全に関連する都市公園のみである。
３ 特定地区公園を除く。
４ 住区基幹公園とは，街区公園，近隣公園及び地区公園であり，都市基幹公園とは，総
合公園及び運動公園である。

５ 各年度末の数値である。
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